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第５回熊本市・植木町合併協議会次第 
 
                  日時：平成２１年３月３１日（火）14：30～ 
                  場所：ＫＫＲホテル熊本 ２階「五峯」 
 
１ 開 会 
 
２ 会長挨拶   幸山 政史 熊本市長 
 
３ 議  事 
［報 告］ 

    議員専門部会からの報告  
 
［議 案］ 

    議案第 ７号 平成２０年度熊本市・植木町合併協議会の補正予算について 
    議案第 ８号 平成２１年度熊本市・植木町合併協議会の事業計画について 
    議案第 ９号 平成２１年度熊本市・植木町合併協議会の予算について 
 
［協 議］ 

（１） 前回提案 
協議第１６号 総務関係事業について（その１） 
協議第１９号 健康福祉関係事業について（その２） 
協議第２２号 経済振興関係事業について（その１） 

（２） 今回提案 
協議第 ７号 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 
協議第 ８号 地域自治組織等の取扱いについて（その１） 
協議第１０号 一般職の職員の身分の取扱いについて 
協議第１２号 一部事務組合等の取扱いについて 
協議第１６号 総務関係事業について（その２） 
協議第２１号 環境保全関係事業について（その２） 
協議第２２号 経済振興関係事業について（その２） 
協議第２３号 都市建設関係事業について（その２） 
協議第２７号 政令指定都市移行に関する事項について（その１） 

 
４ その他 

 
５ 閉  会  藤井  修一 植木町長 



司会者 
 それでは、定刻になりましたので第５回熊本市・植木町合併協議会を始めさせていただ

きます。皆様方にはご多忙の中ご出席いただきまして大変有り難うございます。ここで本

日配布致しております資料の確認をさせていただきます。お手元に１枚もので「会次第」

それから「席次表及び出席者名簿」、冊子で「第５回合併協議会資料」以上３種類の資料を

用意致しております。不足等がございましたら事務局までお申し出下さい。 
 
（資料確認） 
 
司会者 
 ご確認有り難うございました。それではお手元に配布致しております「会次第」に従い

まして進めさせていただきます、よろしくお願い致します。 
それではまず、本協議会会長でございます幸山熊本市長がご挨拶申し上げます。 

 
幸山熊本市長 
 皆さんこんにちは。それでは第５回目を数えますが、熊本市・植木町合併協議会の開催

にあたりまして一言ご挨拶を申し上げます。本日は３月３１日でございまして、まさに年

度末の大変お忙しい中にもかかわりませずご出席をいただきまして、誠に有り難うござい

ます。また、ＫＫＲさんの目の前にもございます熊本城の桜も少し散り気味ではございま

すけれども、大勢の花見客の皆様方もおられますが、まあそういう大変お忙しい時期に本

日ご出席をいただきました委員の皆様方・関係者の皆様方に心から感謝を申し上げる次第

でございます。振り返りますと昨年の４月１日でございますが、この日は植木町さんと私

どもが合併問題調査研究会の設置をさせていただいたと、この合併問題について本格的に

研究をさせていただいたのが昨年の４月１日ということでもございまして、あれからちょ

うど１年が経過したことになります。それからこの法定協議会へと移行し、多くの皆様方

からのご理解とご協力をいただきました中で、合併をし、新市になった姿というものも少

しずつ見えつつあるのではないかというふうに考えておりますが、改めましてこれまでの

皆様方のご理解とご協力に対しまして深甚なる敬意を表する次第でございます。本日の第

５回目の会議でございますけれども、まずは議員専門部会からの報告がございまして、そ

れからこの合併協議会に関する予算あるいは事業計画等につきまして議案として提案させ

ていただきます。それから協議項目と致しましては、前回提案をさせていただきました３

項目に加えまして今回提案分として９項目予定をさていただいております。本日もかなり

のボリュームになろうかと思いますけれども、どうぞ皆様方からの忌憚のないご意見をい

ただきますように、なにとぞよろしくお願い申し上げる次第でございます。改めまして、

本日ご出席をいただきまして心から感謝を申し上げまして冒頭にあたりましてのご挨拶に

代えさせていただきます、どうぞよろしくお願い申し上げます。 



司会者 
 それではこれより次第３「議事」に入らせていただきます。会議の進行につきましては

協議会規約第１０条第２項により「会議の議長は会長をもって充てる」となっております

ので、これより先の進行を幸山会長にお願い致します。 
 
幸山会長 
 はい、それでは規約に従いまして議長を務めさせていただきます。どうぞよろしくお願

い申し上げます。まず、「委員の出席数について」でございますけれども、本日は熊本市側

の荒尾委員さんから欠席の報告を受けておりますが、他の委員の皆様方におかれましては

出席をいただいておりますので、協議会規約第１０条第１項の「定足数」を満たしており

ますことをご報告申し上げます。続きまして、「会議録署名委員の指名」を行わせていただ

きます。会議録署名委員の指名は協議会会議運営規程第８条第２項の規定によりまして「議

長が指名すること」となっておりますので、指名をさせていただきます。本日は熊本市側

からは今井委員さんに、それから植木町からは小佐井委員さんの、両名にお願いしたいと

いうふうに存じます、どうぞよろしくお願い申し上げます。 
それでは、議事に入らせていただきます、最初に「報告」でございます。この「報告」

につきましては、先ほども申し上げましたが、議員専門部会における「審議の経過報告」

でございます。それでは事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 はい、事務局でございます。長くなりますので座って説明させていただきます。それで

は資料冊子の３ページ４ページをご覧いただきたいと思います。４ページのほうでご説明

をさせていただきます。今月１６日に熊本市の議会のほうで行われたところでございます。

議員専門部会第３回目でございました、決定いたしましたのがここの囲み書きに書いてあ

ります「地域自治組織等の取扱いについて」。「合併時に植木町の区域に地域自治組織を設

置する。設置する地域自治組織は合併特例区とし、その名称は植木町とする。設置期間は、

合併の日から５年間」ということで承認いただいたところでございます。なおこの議論の

中で一部委員の皆様からは合併特例区の協議会につきまして、例えば「協議会委員の選任

にあたっては、地域住民の意向が反映されるような適切な選任、また、報酬につきまして

も職責に見合った報酬をお願いしたい」との要望・意見が出たところでございます。以上

でございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今事務局のほうから説明がありました「議員専門部会からの報告」につきまし

て何かご質問等はございませんでしょうか。はい、それでは古田委員さんお願い致します。 
 



古田委員 
 あの特例区の設置についてはですね、編入合併された地域の住民に対する緩和策という

ようなことで考えられているようですけれども、現実は少々疑問も感じておるところでご

ざいます。聞くところによりますと、事業内容と予算規模をみても周囲からあんまり好ま

しくないような話が伝わってまいっております。熊本市民ばかりでなく、熊本市民以外か

らも批評だけが広がっているように感じているところです。具体的には事業内容と報酬も

関係することですが、植木町も合併特例区となったら特例区長や協議会委員の待遇は先般

合併をされました富合町と同じような取り扱いになるのでしょうか。お尋ねをしたいと思

います。 
 
幸山会長 
 はい、只今の古田委員からのお尋ねについては事務局のほうからお願い致します。 
 
事務局 
 現段階ではまだ全く決まっておりません。富合町と同じになると決まっているわけでは

ございません。ただ、特例区ができる以上特例区長さんは必ず選任致しますし、協議会委

員さんも選任するということだけは間違いないことでございます。 
 
幸山会長 
それから、その特例区で何を担っていただくのかというふうなことによっても変わって

くると。 
 
事務局 
 ええ、はい、特例区の中身につきましてはですね、特例区協議会委員の報酬が高いとい

うようなお話が出ているということかもしれませんが、これは議会等でも出ましたけども、

他都市の特例区いくつかございます他の都市にも、それと富合町の特例区の協議会議員さ

んのお仕事というのは私共としては違っているというふうに思っています。というのが、

月に１回特例区の協議会に出席してご意見をいただくということではなくて、具体的に例

えばコミュニティー部会とか地域振興部会とか広報部会とかいう部会をつくっていただき

まして、それぞれの部会で、例えばコミュニティー部会ですと、区長制、嘱託員制度を持

っております、これを５年後には自治会制度にもっていかなきゃいけません。これ中々難

しいことでございますが、そういうものを責任持って取り組んでいただくというようなこ

と。例えば広報部会でいいますと、今でも植木町でも広報なんか出ていると思います、富

合町でも広報がでておりましたが、その広報自体市政だよりに変わっておりますので、現

在では富合地区に関しましては特例区協議会の委員さん達が直接ご自分達で色んな卒業式

であるとか運動会であるとかそういうのを全部出かけられて取材をして広報をご自分達で



作っておられるというような活動もしておられます。まあ、そういうふうな地域振興部会

でいいますと、昔からありますお祭りなんかの企画、それから参加なんかも全部担ってい

ただくというような目的で考えておりますので、単なる審議会の委員さん、意見を言うだ

けということでは考えておりません。従いまして私共としてはああいうふうな報酬という

のも現段階で別に問題があるとは思っていないという状況でございます。 
 
幸山会長 
 はい、ようございますでしょうか。他に報告について何かご意見・ご質問ございますで

しょうか。他ございませんでしょうか。それでは他ないようでありますれば、「報告」につ

きましては終わらせていただきます。 
続きまして議案に入らせていただきます。本日は議案第７号から第９号までの３件につ

きましてお諮りをさせていただきます。この３件はそれぞれ関連がございますので、一括

のご審議をお願いしたいというふうに存じます。それでは議案第７号から９号まで一括し

て事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 ５ページからでございます、まず７ページをみていただきたいと思います。平成２０年

度の熊本市・植木町合併協議会の補正予算についてということで、別表に書いてあります

とおり新市基本計画の策定支援業務でございます。これにつきまして現在新市基本計画の

策定を進めておるところでございますけれども、これに関しまして８７万２千円でござい

ます。で、これにつきましては翌年度に繰り越しとして使用できるように今回繰越明許費

補正としてお願いするものでございます。８ページをご覧いただきたいと思います、２０

年度の決算見込みでございます。まだ現在は見込みでございます。歳入・歳出でございま

して、４８５万円ほどの残があるということでございます。内容的に見ていただきますと、

事業推進費のところで委託料、大きいもので４３３万７千３百円、これにつきましては当

初組んでおりました新市基本計画これにつきまして出来るだけ事務局のほうで策定を致し

まして委託する部分もかなり少なくしまして策定をしたということで、かなり経費的には

節約が出来たものでございます。その他の項目につきましては決算の残でございます。次

に 
２１年度の協議第８号の９ページでございます。「事業計画」でございます。ここに書いて

ありますように内容的には２０年度と変わりません。合併協議会・専門部会・幹事会・作

業部会・広報広聴、これにつきましては協議会だより・ホームページの管理運営というこ

とで事業計画の予定をしているところでございます。次に議案第９号の１１ページからで

ございます、来年度の予算でございます。１，８８０万円と定めているところでございま

す。１２ページ、１３ページをご覧いただきたいと思います。まず歳入予算でございます。

負担金につきましては、１，２４１万円ということで熊本市・植木町の割合はここに 



１，１００万５千円と１４０万５千円とうことで、これは協議会だよりの配布等の差でご

ざいまして他の項目につきましては折半ということになっております。それから、県の補

助金ということで法定協議会に対して１５０万円の補助が来年度はあるということでござ

います。その他先ほど申しました繰越金でございます。４８５万円繰越金を２１年度に挙

げさせていただいております。その他諸収入ということで１，８８０万円が歳入でござい

ます。それから、１４ページをご覧いただきたいと思います。歳出の予算でございます。

会議費・事業推進費・事務局費ということで大きなものと致しましては、事業推進費１，

２００万５千円でございます、これにつきましては協議会だより、それから新市基本計画

の印刷経費等それから役務費として協議会だよりの配送経費でございます。これは熊本市

でございますけれども、それが大きなものでございます。あと会議費につきましては報酬

等でございます。ということで歳出・歳入１，８８０万円ということでお願いしたいと思

っております。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、それでは只今事務局から説明のありました議案第７号から第９号までにつきまし

て何かご質問・ご意見等はございますか。 
特にご意見・ご質問ありませんでしょうか。それでは、ご質疑もないようでありますの

で議案第７号から第９号までの３つの議案につきましては原案のとおり承認ということで

ようございますでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、有り難うございます。それでは議案第７号から第９号までの３議案は原案のとお

り承認とさせていただきます。 
それでは続きまして「協議」に入らせていただきます。協議につきましてはこれまで同

様前回提案分のお諮りをさせていただきます。前回提案は協議第１６号、第１９号、 
第２２号の３協議項目でございますが、これらにつきましては前回個票を使いまして説明

を行っておりますので、今回承認の是非につきましてお諮りをさせていただきたいと考え

ております。それでは、前回提案の協議第１６号「総務関係事業について（その１）」につ

きましてのご審議をお願いしたいと存じます。それでは事務局のほうから説明をお願いし

ます。 
 
事務局 
 はい、協議第１６号１９ページでございます、「総務関係事業」ということで４項目ご提

案をしているところでございます。読ませていただきますと、まず、１番でございます。「総



務関係事業のうち特別職の身分の取扱いについて、合併により植木町の常勤の特別職（教

育長を含む）は失職をする」と。「植木町の非常勤特別職のうち、行政委員（農業委員会を

除く）の委員及び監査委員については失職し、その他の委員等については、それぞれの職

に係る事務事業の内容に沿って協議、調整をする。」２番目でございます。「総務関係事業

のうち条例規則等の取扱いについて、熊本市の条例・規則等を適用する。ただし、各種事

務事業の調整内容に基づき必要な場合には関係する条例・規則等の制定、改正等を行う。」

３番目でございます。「総務関係事業のうち非常備消防（消防団）及び消防団運営交付金に

ついて、熊本市の例に統一する。」と。４番目でございます。「総務関係事業のうち投票区

について、植木町の投票区の区割りについては、当分の間現状のとおりとし、その後の取

扱いについては、新市において見直しを検討するものとする。」と、以上４項目でございま

す。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明がありました協議第１６号につきまして、まずはご質問・ご意見等があ

れば伺ってまいりますがいかがでしょうか。はい、どうぞ富吉委員さん、お願いします。 
 
冨吉委員 
 えっと、特別職の身分の取り扱いについて合併による植木町の常勤の特別職（教育長を

含む）は失職をするとありますが、今植木町ではですね、教育長を中心として各学校を細

かく回っていただいてですね、予算が無い分はそういう細かい対応をしていただいている

のですけど、もし合併した場合こうやって各委員の長さん達が地域にいなくなって中心が

遠くなれば、中々そういう対応も遠ざかっていくのではないかという懸念があるのですけ

ど、合併後に今までどおりの対応をしていただけるのかどうかなどをお聞きしたいのです

けど。 
 
幸山会長 
 はい、それでは事務局からお願い致します。 
 
事務局 
 あの、教育委員会の組織のあり方というものを今後検討して参ります。で、どうしてい

くかというような議論を致しております。で、その中でそういうふうなことにつきまして

もうお伺いしておりますので、そういうこともふまえて検討させていただきたいと思いま

す。 
 
幸山会長 
 はい、ということでようございますでしょうか。他に何かご意見・ご質問あればお願い



致します。 
 
幸山会長 
 他は特にございませんでしょうか、よろしいですか。 
はい、それでは他ないようでございますので協議第１６号につきましては原案のとおり

承認ということでよろしいでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、それでは協議第１６号「総務関係事業について」（その１）につきましては原案の

とおり承認とさせていただきます。続きまして協議第１９号「健康福祉関係事業について

（その２）」につきましてご審議をお願い致します。それでは事務局からの説明をお願い致

します。 
 
事務局 
 はい、それでは３３ページをお開きいただきたいと思います。次のページまでで、７項

目でございます。それでは 1 項目から読ませていただきます。「健康福祉関係事業のうち介

護保険料について、平成２２年度から熊本市の例に統一をする。」。２番目でございます「健

康福祉関係事業で高齢者介護用品支給事業について、熊本市の例に統一をする。ただし、

植木町で認定を受け給付が決定しているものについては、当該要介護認定の有効期間に限

り、継続するものとする。」。３番目です、「健康福祉関係事業のうち地域包括支援センター

について、熊本市の例に統一する。」。次が「健康福祉関係事業のうちふれあいいきいきサ

ロン事業について、当分の間、現行のとおり継続する。」。次が「健康福祉関係事業のうち

次の事業については、５年間現行のとおり継続し、その後の取り扱いについては新市にお

いて検討する。（総合健診・腹部超音波検診）」。６番目でございます、「健康福祉関係事業

のうち熊本市優待証については、新市の事業として継続する。」ということでございます。

ただこれにつきましては前回の協議会委員さんのほうから予算・経費的な質問がございま

したので、地域保健福祉課のほうでお答えさせていただきたいと思います。 
 
幸山会長 
 はい、どうぞ。 
 
熊本市地域保健福祉課 
 地域保健福祉課でございます。さくらカードの利用運賃の試算についてご説明申し上げ

ます。まず、１９年度の熊本市のさくらカードの一人あたりの年間利用運賃額が高齢者等



につきましては１７，８３８円。それから障がい者につきましては５，７６８円となって

おります。これが基礎額になります。で、距離の問題がございますので、熊本市の端の運

賃と植木町の拠点バス停の運賃で比較をさせていただいておりまして、これの勘案率が 
１．４８になります。それから対象者の見込み数ですけれども、高齢者・障がい者合わせ

まして対象者数が現在の人口で６，６９４人ということで、そのうち交付率がありますの

で、交付見込み者数として４，１０７名を見込みまして、今ご説明した３つを掛け合わせ

ますと総額では９，８００万円ほどになりますが、このうち熊本市としての負担見込み額

が大体４，０００万円ほどになるという見込みでございます。ただこれはあくまでも最大

を見込んでおりまして、熊本市の場合バス停を隣のバス停に行かれるとか２駅先とかそう

いった利用が非常に多くなっておりますので、実際にご利用になられる場合はこれよりも

かなり少ない金額になるのではと見込んでおります。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、それでは７番。 
 
事務局 
 はい、それでは次に３４ページ７番のほうを見ていただきたいと思います。「健康福祉関

係事業のうち診療体制・連携については、新市の北部の拠点病院として位置付け、市民病

院と連携し、現在の医療機能を維持し、診療体制の改善を図る。」ここまでは同じでござい

まして、前回の委員さんのご意見をふまえまして次の３行でございます。「医師の臨時的な

応援派遣については、迅速に実施し、植木病院の医師数の確保については一体的な経営体

制の下で、大学等、関係医療機関に対し連携して要請等を行い、医師確保に努める。」とい

うことで、この下線の部分を追加させていただいたところでございます。あの後、委員さ

んのご意見・色んな医師の交流等ありましたけれども、やはり１つは医師の確保が大きな

問題かと思います。そういうことで植木病院の院長・市民病院の院長、再度会談をしてい

ただきましてこの部分を追記したところでございます。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、それでは只今説明のありました協議第１９号一部補足説明あるいは一部前回に比

べまして修正等々の説明も含まれておりましたけれども、その協議第１９号につきまして

何かご意見・ご質問あれば伺ってまいります。いかがでしょうか。はい、小佐井委員さん

どうぞ。 
 
小佐井委員 
それでは、私の方から、ただ今の３４ページの７番に記載されておりました病院事業の

件についてお尋ねをしたいと思います。 



記述内容も変わりまして、良かったというふうに思っております。ただ、住民の皆さん

方の現在の考え方として、医師･看護師等の交流が実施されると直接経営改善につながると

いう思いが強くあるように感じております。医師の常勤とか配置の問題については、大学

医局との協議によって行うということが、最終結論であろうと私自身は認識いたしており

ますが、かなり楽観的な見解であろうなというふうに考えておりますので、慎重を要して

いただきたいと思っているところですけど。 
そこで、確認のために率直にお尋ねしますが、合併によって医師の常勤、恒久的な配置

が可能であるのかどうか。できるのか、できないのか、この点について簡単で結構でござ

いますので、お答えをいただきたいと思っております。更には、病院の交流強化によって、

どれ程の経営改善に波及していくものであるのか、即効果が現われるものなのかどうか、

もしも経営改善が充分見込めるということであれば、その根拠や具体策というのをお示し

いただければなと思います。 
 
幸山会長 
 はい、それでは事務局からお願い致します。 
 
事務局 
先ず、医師の確保ができると言い切っているわけではございません、努めるというふう

に申し上げております。これは、現段階で申し上げられるのはそこまでということでござ

います。それが１点目。 
それから、植木病院自体が医師数の不足による経営問題というのもあるというふうに伺

っております。仮に合併した場合に熊本市の病院、植木病院となった場合にも、経営改善

には取り組まなければならないということでございますので、合併した後、熊本市として

も医師数の確保については全力を挙げるということは当然のことということでございます。 
それから、経営改善がちゃんとできるのかどうかということになりますが、これについ

ては、現段階で例えば経営のどこに問題があって、今何なのかという細かい詰めまではお

互い事務方同士では致しておりません、今の段階では。そういうことでございますが、い

ずれにしても経営改善に努めなければならない、これは熊本市の責務としても努めなけれ

ばならない。合併した後はですね。ということになると思います。 
 
幸山会長 
 はい、どうぞ。 
 
小佐井委員 
 ありがとうございます。 
それでは、念のために１点、またお伺いさせていただきたいと思いますけれども、熊本



市域における医療･保健･福祉事業の一環として、先般、熊本産院の市民病院統合計画とい

うのが、現在進行中というふうに察しておりますけれども、世情では公的病院そのものの

役割と、いわゆる財政とのせめぎあいの中で、非常に大変現実的な解決策を見出さなけれ

ばならないようなものであるのではなかろうか、そういう状況にあるのではなかろうかと

いうふうに感じておりますけれども、そこで、病院存続の根幹を成す現在の市民病院の担

う役割、理念について是非お尋ねしたいなと思っております。 
 
幸山会長 
 はい、市民病院からお願い致します。 
 
熊本市立熊本市民病院総務課 
 市民病院総務課でございます。 
熊本市民病院では、自治体病院といたしまして、今、事業をやらせていただいているわ

けでございます。市民病院の経営理念という御質問でございましたが、私ども自治体病院

と致しまして、これは共通していることと思いますが、採算面等から民間病院ではなかな

か困難な医療というものに取り組みまして、公共性と経済性のバランスをとりながら健全

な経営を行っていかなければならないというのが、先ず基本的な理念だと思っております。 
また、そのような中で、熊本市民病院と致しましては、今年度に総務省の経営改革プラ

ンに基づきます改善計画を作らせていただいたわけでございますが、その中でも重点的に

やっていきたい事業と致しまして、周産期母子医療、がん医療、それと生活習慣病医療、

救急医療、これを４つの柱と致しまして、そちらを重点的な医療を続けていきたいという

考えを打ち出したところでございます。 
 
小佐井委員 
 バランスの取れた経営というような文言があったように今認識いたしましたが、非常に

大変であろうなというふうに思っております。それと同時にバランスというのも、どれく

らいのバランスであるのかなというのが少々私も気がかりではありますけれども、ただ今

役割と採算性等に対する見解についてはいただいたわけでございますが、参考のためにお

伺いさせていただきたいと思います。熊本市域における医療体制の現状について地域医療、

救急医療という話も出て参りましたけれども、これを一生懸命やっておられるかとは思い

ますけれども、それを補うような民間による診療体制というか医療体制の存続など、どの

ように感じていらっしゃるのか、どのように分析されていらっしゃるのか、できればお伺

いしたいなと思います。更には、分析を踏まえたところで、問題点があるのであれば、ど

ういうことが問題点であるとか、その具体的な解決策は何であるとかいうような見解があ

ったら、是非お聞かせいただきたいなと思います。 
 



幸山会長 
 はい、事務局からお願い致します。 
 
事務局 
 すみません。 
今日は、この項目が病院のことでございまして、病院からは来ているのですが、健康福

祉局の方が現在来ておりませんので、また後日ということで。申し訳ございません、この

答弁につきましては。 
 
幸山会長 
もし、今日のこの採決に直接関わることでなければ、次回報告させていただきたいと思

いますが。 
はい、分かりました。それでは次回また改めまして報告させていただきます。 
はい、それでは手が挙がっておりました吉本委員さんお願い致します。 

 
吉本委員 
 ４２ページの「ふれあいいきいきサロンに」ついてお尋ね致します。ここに当分の間と

いうことで挙がっておりますけれども、これは４２ページ植木町の状況についてお読みに

なりましたらよくお解りいただけるかなとは思いますが、植木町においてサロンをやって

おりますけれども、本当に歩いて通える地域の公民館で実施致しておりますし、また個人

宅でもっていうことで、これは高齢者の方から大変喜ばれているわけですね。で、私もこ

れにボランティアとして色んな活動に参加しておりますけれども、本当に高齢者の方達に

喜ばれているのですね。本当に地域に近いからこそこの手押し車を押してそして参加して

いらっしゃる。月に４回となっておりますけれども中々４回できないところは２回位にな

っておりますけれども、老人の方が大変喜んでいらっしゃるということなのです。で、こ

れに対しては事業に対して高い評価を受けているということでもあるわけですね。それで、

植木町にある地区の公民館についてはですね、国のほうから介護予防拠点整備補助金って

いう事業がありまして、これで１０／１０の補助金をいただいて、今回手すりを付けたり、

それからスロープを付けたりというようなことで、公民館の中がまた一段と充実されてま

いりました。で、その中でこういうサロンをやっておりますので、高齢者の方達は大変喜

んでおられるのです。ですから、これについては逆に熊本市さんは参考にしてやられては

どうかなぁ、というくらいに思っております。それで、是非これは当分の間ということで

はなく継続でやっていけるようにしていただけないかなと思っておりますので、よろしく

お願い致します。 
 
幸山会長 



 はい、では関連でということですかね、植村委員さんどうぞ。 
 
植村委員 
 私はあのここに今おっしゃいましたような「いきいきサロン」各地域でも熊本市でもや

っております。で私達の地域でも毎週一回地域でやらせていただいておりますので、ここ

がなんで植木町が当分の間となったのかわかりませんが、おそらく、私達の地域だけでな

く色々なところで「いきいきサロン」はなされていると思います。ただ、私達は地域だけ

でなく包括支援センターの方・保健福祉センターの方と一緒になりながら毎週いたしてお

りますということをご報告申し上げたいと存じます。 
 
幸山会長 
 では、そのこともふまえて担当課のほうからお答えをお願い致します。どうぞ。 
 
熊本市高齢介護福祉課 
 高齢介護福祉課でございます。今の植木の委員さん、熊本市の委員さん両方からお話い

ただきまして、確かに熊本市のほうでも「いきいきふれあいサロン」させていただいてお

りますけれども、当分の間現行のとおり継続するというような熊本市のほうが金銭的な面

で予算化をさせていただいておりませんので、植木のこのようなやり方で１，１００万円

ほど予算を付けてらっしゃいますので、しばらくというような形で継続させていただくと

いうような表現をさせていただいたところでございます。 
 
幸山会長 
 事務局のほうから補足でお願い致します。 
 
事務局 
 あの、他にもでてくるかもしれませんが、熊本市で植木町と同様な色んなサービスをや

っている場合に、例えば補助金なしに地域の色んな自治会のお金であるとか、地域のお金

の中で取り組んでおられるとか、ボランティアを含めて一緒にやっておられるとかそうい

う風な形で取り組んでおりまして、それも活発にやっておりますので、どちらが将来的に

いいのかということもございますのでそこも含めて、ずっと同じシステムで植木は植木と

いう形でなくて、熊本市の例もご覧いただきながら将来的に検討をしていこうということ

でございます。ただ、当分の間でございますので５年で切るとかそういうことではござい

ません。まあ、そういう形で様子を見ながら「どっちがいいのか」とお互いに理解をしな

がら進めていくというような形で考えているということでございます。 
 
幸山会長 



 はい、いかがでしょう。 
 
吉本委員 
 ここにサロンのやり方っていうのが色々あるかと思うのですね。ただここを読みました

時には、その大きい地域のセンターあたりでやってらっしゃるのかなというふうに捉えま

した。で、私達の場合は本当に近くにある部落にある公民館で実施致しておりますので、

そういうところもあるかもしれませんよね。ここを見た時には植村委員さんのほうはそう

いうことをやってらっしゃるというふうにおっしゃっていますけども、これを見た時には

大きいところでやっているのかっていうようにとらえましたので、私のほうとしては、本

当に身近なところでやっている、地域でやっている、いいことをやっているものですから、

とにかく老人の方が喜んでいるということなのですね。普段は寒い時にはほとんど家の中

で寝ていらっしゃるのですよ。そういう方がサロンする時だけは起き上がってですね、そ

して手押し車をおして参加しているということなのですよ。大変喜んでらっしゃるもので

すからここに「当分の間」ということが出ておりましたので、是非継続というようなこと

でお願い出来るならということで申し上げました。 
 
幸山会長 
 はい、ようございますでしょうか。それでは副会長さんお願い致します。 
 
藤井副会長  
 えっと、私からも一言お願いしたいと思いますけれども、行政区は１１０ございまして、

この「ふれあいいきいきサロン」１０７か所で展開を致しております。それほどきめ細か

に地域住民と密着した中でお年寄りの集会の場所を設けてその運営も地元でやっていただ

いているということで、私は１，１００万円の予算は決して高いとは思っておりません。

これだけのわずかな費用でもって介護予防ですとか、あるいはお年寄りの生きがい対策と

いうようなことに十分寄与出来ていると、費用以上の効果がでてきているというふうに思

っているところでございまして、合併の議論をする際に地元のお年寄りからも是非なくな

らないようにしてもらいたいという強いご意見がございました。「私はこれが生きがいで

す。」というお話もあるくらいでして、これが後退することがないように継続で出来るよう

にお願いをしたいということを私からも改めて要請をさせていただきたいと思っていると

ころです。私共の基本的な姿勢の方針が住民との協働によるまちづくりと申し上げており

ますけれども、その１つの形の現れでもあるというふうに思っているところでございまし

て趣旨をご理解していただきまして継続出来るなら取り組みをお願い申し上げたいと思う

ところです。以上です。 
 
幸山会長 



 はい、それでは事務局からお願い致します。 
 
事務局 
 あの、当分の間というのがどこに掛かっているのかということでございますが、基本的

にはやはり補助金の問題だと思います。熊本市では補助金なしで地域のお金であるとかそ

ういうことでやっていると、もちろん無料でやっているというわけではないわけで、制度

が若干違うということ。で、この事業そのものは当然継続させていただくということにな

ると思います。そういう意味で言いますと、この場でというもの変なのですが、例えば事

業は現行のとおり継続すると、で、制度については今後検討を行うというような書き方を

させていただくと誤解がない形になるのかなと思いますがいかがでございましょうか。 
 
幸山会長 
 えっと、増藤委員さんのほうからも手が挙がっておりますので、お願い致します。 
 
増藤委員 
 あの、先ほど植村委員からもお話がございまして、まったくそのとおりであるのですが、

少し主催する組織体が違って私の校区では社会福祉協議会が主になりまして、吉本委員が

おっしゃいますように私の校区でも団地の集会場だとか、それから最寄りの公民館の中で

とか、本当に密で民生委員がお世話致しまして福祉協議会の会長さん副会長さんその他民

生委員が理事になっておりますものですから、そういう方々達とボランティアの方達を入

れまして、定期的に行っております。ここに植木町がこんなふうに出てきているのは先ほ

どからご説明もあっておりますように予算措置の違いだと思いますので、しばらく両方を

眺める必要もあるかと私は思います。 
 
幸山会長 
 はい、様々この「いきいきサロン」についてはご意見が出てきているところではござい

ますけれども、先ほど少し事務局のほうから修正的な話もありましたが。 
 
事務局 
事業については現行のとおり継続をすると、制度については今後検討を行うというよう

なことでいかがかなというふうに。ちょっとギクシャクとした文言でございますが。 
 
幸山会長 
 ちょっとこの協議第１９号につきましてはこの「いきいきサロン」だけではありません

ので、他のこれ以外の事でも構いませんし、それ意外の意見をしばらく伺ってまいりたい

というふうに思います。はい、どうぞ。 



 
服部委員 
 えっと、項目２番の認定の段階項目内容が植木町と差異があればそこら辺を教えていた

だきたいのです。その段階要支援１から要介護５までありますよね、その差異がかなりあ

るのであれば受ける恩恵も違ってきますので、熊本市さんの場合どういうふうになるのか

簡単で結構ですので教えていただければと思います。 
 
幸山会長 
 それでは担当課のほうからお願い致します。 
 
熊本市高齢介護福祉課 
 今のご質問いただきましたのは３９ページの段階のことでございましょうか。こちらが

認定でございませんで、介護保険料の段階になっておりますので。 
 
服部委員 
 保険料ではなくて、３３ページに認定の有効期間ってありますわね。で、熊本市に統合

される場合ですね、認定の項目がありますでしょ、要支援から要介護まで。 
 
熊本市高齢介護福祉課 
 あの、介護保険の場合ですね認定の段階は全国一律でございます。ですから植木町と熊

本市・・・。 
 
服部委員 
 ２番の項目ですよ。 
 
幸山会長 
 ４０ページですね、個票の４０ページ。２番の高齢者介護用品支給事業のところのお尋

ねですね。 
 
熊本市高齢介護福祉課 
 ですから、その段階で申しますと、当然要介護１から５まで、それから要支援１・２と

いうことでございますので、植木町でいいますとこのオムツの支給は要介護１以上の方、

熊本市で言いますと要介護４・５ということで、かなり重度の方が対象で配布させていた

だくような状況でございます。 
 
服部委員 



 ということは今現在要介護１の植木町の方は該当しないということですよね。 
 
熊本市高齢者介護福祉課 
 はい、熊本市の例に統一させていただくとそのような形になります。 
 
服部委員 
 結構です、有り難うございます。 
 
幸山会長 
 他に何かご意見・ご質問ありますでしょうか。はい、事務局からどうぞ。 
 
事務局 
 実はですね、介護保険というのは介護料とサービスとがリンクしておりまして、一緒と

いうことでございまして、従いまして３９ページの平成２２年度から熊本市の例に統一す

るということは、これは基本的にはご疑問があったかもしれませんが、植木町では月額４，

６５０円、平成２１年度からも。で、熊本市が４，２００円になります。ということで、

出来たら平成２２年度から熊本市の例に統一したほうがいいのではないかと合併と同時に

と、いうような１つの調整方針がございます。そうなりますと、できましたら介護内容と

いいますかサービス内容も合わせていただくということで、リンクをしているというふう

なことでございます。そういうことでございます。 
 
幸山会長 
 はい、他に何かご意見・ご質問ありますでしょうか。協議第１９号につきまして他はご

ざいませんでしょうか。 
それでは、他ご意見・ご質問ないようでありますので、先ほどの「ふれあいいきいきサ

ロン事業」については。 
 
幸山会長 
 それでは、事務局、さっき言われたのをもう一度言ってもらっていいですか。 
 
事務局 
 ちょっと先ほど言ったのと違いますが、申し上げさせていただきます。 
「当分の間現行のとおり継続をする。」と、「その後新市においてその手法を検討する。」と

いうようなことでいかがでしょうか、ということでございます。植木町の制度が主語でご

ざいまして、植木町の制度は当分の間現行のとおり継続をすると。その後新市においてそ

の手法を検討する、というようなことでいかがでございましょうか？ということでござい



ますが。 
 
幸山会長 
 はい、只今事務局のほうから調整方針について再提案がされたところでありますが。 
 
事務局 
 当分の間、とらせていただきます、はい。 
あの、中身は一緒でございますので、いわゆる植木町の制度（事業）についてはですね、

「当事業については現行のとおり継続をすると、その後新市においてその手法については

検討する。」、というふうにさせていただきます。で、「この事業については」ということで

させていただいて、「その手法について」は「今後検討する」ということにさせていただき

ます。 
 
幸山会長 
 それでは、今事務局のほうから再提案がありました調整方針は、「この事業については、

現行のとおり継続する。」と、「その後新市において、その手法を検討する。」ということで

よろしいですか。 
はい、という提案がなされておりますけれども。 

 
事務局 
 すみません、ちょっと色々こっち事務局で話がありよりまして、ガタガタしております

が、前段は一緒ですが、「現行のとおり継続する。その後・・・」となっていましたのを「現

行のとおり継続し、新市においてその手法を検討する。」と。「その後」っていうのが非常

にあいまいでございますので、「新市になったら」「その手法につては検討させていただく」

ということで書かしていただくということでよろしいでしょうか。 
 
幸山会長 
 はい、再々提案がありましたが、「現行のとおり継続し、新市においてその手法を検討す

る。」という調整方針の再提案がなされました。 
えっと、もうご意見・ご質問等ないようでありますので。はい、古田委員さんですかね、

どうぞ。 
 
古田委員 
 ４３ページですけれども、相違点と課題というところで熊本市においては腹部超音波と

前立腺ガンを除き各種検診をやっていると、それと最後になりますけれども、総合健診と

いう形では熊本市は実施していないというような文言が書いてありますけれども、超音波



と前立腺ガンをどうして除かれたのか、それから総合健診をどうして実施されていないの

かについてお答えをお願いしたいと思います。 
 
幸山会長 
 はい、それでは担当課のほうからお願い致します。 
 
熊本市健康づくり推進室 
 最初のご質問の「なぜ、前立腺ガンと腹部超音波を除いたか」ということでございます

が、ガンの検診に関しましては国のほうでガンの検診実施の為の指針というのを出してお

ります。この指針によりますと通常住民検診でやる場合は、限られた費用の中で有効性の

ある検診をということで、一応指針の中にガン検診の種類を定めているところでございま

す。現行では、この前立腺ガンと腹部超音波については、現在のところ有効性については

保留というような扱いになっておりますので、現行では熊本市ではこれを除いた形でやっ

ているところでございます。まあ、この研究につきましては継続してなされておりますの

で、今後そういった研究の成果として指針の中に盛り込まれれば当然熊本市の中でもそう

いったものの実施について検討していきたいと考えております。 
それから、総合健診でございますが、現在乳がん・子宮がんにつきましては個別検診を

やっております。肺ガン・胃ガン・大腸ガンについては基本的には地域を回る巡回検診を

やっているところでございます。ただ、この巡回検診についても一部セット検診という形

で、医療機関の中でやっておりまして、そこで乳ガン・子宮ガンを一部の医療機関ではや

っておりますので、一部で総合健診をやっているという状況ではございますが、まだ広げ

る状況には至っておりません。集団検診の場合にこれだけ５種類の検診をする為には、か

なりのスペースがいるということもございまして、中々中心地でこういったスペースを設

けてというのが現状では厳しいところではございます。ただ受診率を高めて市民の方の利

便性を高めるという意味ではできるだけ多くの検診を一度に受けられるような体制という

のは今後検討していきたいとは考えております。以上でございます。 
 
古田委員 
 あの、失礼な言い方になるかもしれませんが、熊本市のほうがどうしても構成といいま

すか、そういった社会保険の割合というものが高いのではないかと思います。どうしても

植木町の場合は国民健康保険の割合が高いわけですので、できますならばこういった今実

施されていない案件についても是非取り組んでいただくよう一つお願いをしておきたいと

思います。 
 
幸山会長 
 はい、お願いと要望ということでようございますか。 



それでは他に何かご意見・ご質問ありますでしょうか。他ございませんでしょうか。 
 
（異議なし） 
 
幸山会長 
 それでは、他ないようでございますので、まずは採決に移りたいと思いますが、協議第

１９号の中で個表の４２ページのですね、（４）の「ふれあいいきいきサロン事業」ここだ

けについて採決をさせていただきたいというふうに思います。調整方針に変更がございま

して「現行のとおり継続し、新市においてその手法を検討する。」という調整方針でようご

ざいますでしょうか。ご異議ございませんでしょうか。 
  
幸山会長 
 ご異議ございますか？ございませんか？ 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは、そのような変更をしたうえで「承認」というふうに取り扱わせていただきま

す。 
それでは、協議第１９号のそれ以外の部分、（４）以外の部分につきましては原案のとお

り承認ということでようございますでしょうか。 
 
（異議なし） 
 
幸山会長 
それでは、協議第１９号のそれ以外の部分、（４）以外の部分につきましては原案のとお

り承認ということで取り扱わせていただきます。 
続きまして協議第２２号「経済振興関係事業について（その１）」につきましてご審議を

お願い致します。事務局からお願い致します。 
 
事務局 
 ４７ページをご覧いただきたいと思います。「経済振興関係事業」でございます。次ペー

ジもありまして６項目でございます。まず１番でございます。「経済振興関係事業のうち基

盤整備事業について、熊本市の例に統一する。なお、県営南尾迫地区経営体育成基盤整備

事業のうち合併年度中に実施した本体事業・ハウス移転事業に係る地元分担金が合併後に

支払われるときは、熊本市の制度を適用する。」「経済振興関係事業のうち農地・水・環境



保全向上対策事業について、現事業期間中（平成２３年度まで）は、現行のとおり継続す

る。」と。３番目でございます「経済振興関係事業のうち次の事業については、５年間現行

のとおり継続し、その後の取り扱いについては、関係機関と協議調整を行うものとする。（生

産体制強化対策事業・農業用廃プラ類処理対策協議会）」４番目でございます「経済振興関

係事業のうち農業振興地域整備計画変更について、両市町の計画を引き継ぎ、熊本市の見

直し時期に合わせ、新市において調査・統合を行う。」５番目です。「経済振興関係事業の

うち企業立地促進事業について、熊本市の例に統一する。ただし、植木町の条例で指定を

受けている企業等については、現行のとおりとする。」４８ページでございます。「経済振

興関係事業のうち中心市街地活性化対策事業について、現行のとおり継続する。」というこ

とでございますけれども、６番目でございます、前回委員さんのほうからご質問がありま

したのが一件の市で二件の中心市街地基本計画の認定が可能かどうかというようなご質問

がありましたので、それについて関係の都心活性推進課のほうで回答させていただきたい

と思います。 
 
幸山会長 
 はい、お願いします。 
 
熊本市都心活性推進課 
中心市街地活性基本計画こちらのほうの運営をさせていただきます都心活性推進課でご

ざいます。同じ市町村で２つの地区を認定できるかというお話でございますけれども、原

則的には１市町村１区域でございます。ただ、合併市町村・政令指定都市など歴史的な経

緯がある場合とか、相当程度大きな規模を有している場合などにおいては、同一の市町村

内にあっても地域の実情により複数存在するところがございます。現在全国で７７地区７

５市町村が認定を受けているところでございます。今、現在２つ複数もっているところが

北九州市と静岡市でございます。北九州市におかれましては小倉地区と黒崎地区の２ヶ所

と。ここの場合は早くから市域を超えた広域的な商圏が形成されておりまして、交通結節

機能などの都市機能の集積が高い地域でございます。北九州市では小倉地区とそれから黒

崎地区をそれぞれ都心・副都心というような位置付けをされているところでございます。 
それから静岡市の場合でございますけれども、去る３月２７日に自治区認定を受けてお

ります。ここは皆さんご存知のとおり静岡市と清水市が合併したところでございます。当

時の規模でございますけれども、静岡市が４５万人、それから清水市が２５万人というこ

とで、それぞれの中心部については相当な商業集積があったということで、今までの例か

ら言いますと、同規模もしくは準ずるような都市であれば複数が可能だと、植木町さんの

ほうの場合になりました場合、合併した場合熊本市の他の地域、今回合併の中に協議をさ

れております益城町さんとか城南町さん、それから熊本市にも商業集積がある地区が結構

ございます。この辺と比較した場合に、今中心部で交通センターそれから通町・桜町この



辺りの分と比較してそれに順ずるようなところというふうな形の分には非常に厳しいかと

思っております。そういうわけでございまして、今、現在植木町さんのほうで中心市街地

基本計画を策定されておりまして、国の認定を受ける為の努力をされているかと思います。

是非とも植木町さんのほうで町の段階でこの認定を受けられましたらば、新市のほうに引

き継ぐということは可能でございますけれども、合併後になりますと他の地域のバランス

もございますので、非常に厳しい状況かと思います。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今協議第２２号につきまして補足説明も含めて説明が終わったところでござい

ます。それではご意見・ご質問伺ってまいります、いかがでしょうか。 
はい、どうぞ副会長。 

 
藤井副会長 
 私が申し上げることではないかもしれないけど、合併協議をやっている自治体それぞれ

に中心市街地活性化基本計画策定を進めているわけですよね。それで、合併協議の経緯を

ふまえて別々に認定することは可能であるというふうに私は読み取っていたわけですが、

今の話と全然違うように説明を聞いたわけですが、いかがですか。 
 
幸山会長 
 再度担当課のほうからお願い致します。 
 
熊本市都心活性推進課 
 私が今申し上げましたのは、２０年の１月１０日に内閣府の中心市街地活性化担当室の

ほうからでております中心市街地活性化基本計画認定申請マニュアルというのをございま

す。この中に私が先ほど申し上げたような文が書いてございましたもので、今のご発言を

させていただいたところでございます。 
 
幸山会長 
 はい、どうぞ事務局のほうからお願いします。 
 
事務局 
 今、原課としてはですね、そういう議論を行っているというふうでございます。その結

果として、ご報告をしたということです。私どもとしてはそういう状況ですとしか申し上

げようがないのですが、ただ出来ましたら私がお伺いしているのでも植木町でも現在かな

り申請の打ち合わせはしておられるというふうに聞いておりまして、あと１項目くらいま

とめれば大体認定のほうにいくのではないかというふうに聞いておりますので、植木町の



段階で認定がとられるのではないのかなというふうに理解しているという前提でのご答弁

だったと理解しております。 
 
幸山会長 
 ちょっとお待ち下さい。 
 
幸山会長 
 それでは、時間が経っておりますのでしばらく休憩を致します。１０分程度と考えてお

りますので、１０分経ったら席のほうにお戻りいただきますようお願い致します。 
 
（１０分休憩） 
 
幸山会長 
 それでは、再開をさせていただきたいというふうに思いますので、ご着席のほうをよろ

しくお願い申し上げます。 
数名の委員さんがお戻りでないのでもう少しお待ち下さい。 

 
幸山会長 
 はい、それでは再開をさせていただきます。協議第２２号について説明が終わったとこ

ろでございますが、大変申し訳ございませんが、只今説明のありました協議第２２号「経

済振興関係事業について（その１）」につきまして６項目めにつきましては次回再度ご協議

をいただくということで、それ以外の１～５番までにつきまして本日は採決をさせていた

だきたいというふうに思いますので、そこについてのご意見等をいただければというふう

に存じます。よろしくお願い申し上げます。 
 
幸山会長 
いかがでございましょうか。ありませんということですが、特にご意見・ご質問ありま

せんでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは、無いようでありますので協議第２２号の１番～５番までにつきましては原案

のとおり承認ということでよろしいでしょうか。 
 
（はい） 



 
幸山会長 
 はい、それでは協議第２２号「経済振興関係事業について（その１）」の１番～５番まで

につきましては原案のとおり承認ということで取り扱わせていただきます。 
続きまして、協議２の「今回提案分」に入らせていただきます。今回提案の協議第７号

から協議第２７号までの中の９協議項目につきましては最初の協議になりますので、委員

の皆様にご説明を行いまして、次回の第６回の協議会で承認の是非をお諮りしたいと考え

ております。よろしくお願い申し上げます。 
それでは、協議第７号「農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて」につきま

して事務局からの説明をお願いします。 
 
事務局 
 今回提案分の６１ページ以降でございます。６３ページ「農業委員会の委員の定数及び

任期の取り扱い」でございます。６５ページ調査票のほうでご説明をさせていただきたい

と思います。「農業委員会委員の任期」ということで、調整方針と致しましては、「農業委

員会等に関する法律第３４条の規定を適用し、それぞれの区域で農業委員会を置く。ただ

し、新市が政令指定都市に移行する際、見直し・再編を行う。」と、「農業委員会の委員の

任期は現行のとおり継続する。」ということで、制度比較の中に植木町さんにおきましては

１８年３月３０日から２１年３月２９日ということで、昨日、任期がきれまして新たな新

農業委員さんになったところでございます。熊本市は２３年７月１９日まで現在の農業委

員さんの任期があるところでございます。ということで、これは、「農業委員会の委員の任

期は現行どおり継続する。」ということで調整方針はさせていただいております。６６ペー

ジでございます。「選挙区及び選挙区の委員の定数」でございますけれども、同じように「農

業委員会等に関する法律第３４条の規定を適用し、それぞれの区域で農業委員会を置く。」

と「ただし、新市が政令指定都市に移行する際見直し・再編を行う。」と「農業委員会の選

挙区及び選挙区の委員の定数は現行どおり継続する。」ということで、熊本市４０名・植木

町さん１５名ということで、熊本市の場合は選挙区を市内の９選挙区に分割しております。

植木町さんは全域ということで、これをそのまま現行どおり継続するということにさせて

いただいております。協議第７号は以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明のありました協議第７号につきましてご意見・ご質問があれば伺ってま

いります。いかがでしょうか。はい、どうぞ古田委員さん。 
 
古田委員 
 農業委員会の選挙区の区割りですけれども、９選挙区で農業委員の定数４０名というよ



うなことになっておりますけれども、「基準」というものがありましたら一つお示しをいた

だきたいと思います。 
 
幸山会長 
 はい、「選挙区の基準」ということですが、農業委員会事務局のほうからよろしいですか。 

はい、お願いします。 
 
幸山会長 
 まずは事務局のほうからいってもらいましょうか。はい、事務局からお願い致します。 
 
事務局 
 後で担当課のほうがお話すると思いますが、基本的には農業委員会の上限が４０名とな

っております。それ以上の農業委員っていうのは選任できないっていう形になっておりま

して、熊本市は上限の４０名ということでございます。それから熊本市と富合町が合併し

た段階で農地面積及び農業従事者の方の人数が基準を超えましたので、新熊本市（富合町

と合併した）は２以上の農業委員会を設置することが出来るということになっておりまし

て、現状では２以上の農業委員会が設置出来るという状況でございます。 
 
幸山会長 
 はい、それでは農業委員会事務局からお願い致します。 
 
熊本市農業委員会事務局 
 すみません、大変お待たせしました。農業委員会等に関する法律第７条にございますけ

れども、今事務局長が申しましたように面積が５，０００ｈａを超える、それから農業者

数が６，０００を超える場合は４０名の農業委員を設けることが出来ると。で、これは上

限でございまして、どれだけ農地面積が増えても農業者数が増えても４０名を超えること

は出来ません。それから２０名・３０名という形でございますけれども、現在熊本市農業

委員会は面積基準をクリアしているということで最大数をとっております。 
 
幸山会長 
 えっと、確か区割りについての考え方をと古田委員さんおっしゃったと思うのですけど。 
 
熊本市農業委員会事務局 
 あの選挙区も同じように農地面積それから農業者世帯数で選挙区が変わります。ですか

ら農業者数で６００世帯が以上、それから農地面積で５００ｈａ以上が１つの選挙区を設

けることが出来るということで、熊本市の場合は９選挙区、植木町さんは１つの選挙区と



いうことで現在されております。 
 
幸山会長 
 はい、いかがでしょうか。 
 
古田委員 
 ただ、富合が合併した場合何年間かの経過措置というようなことで２つ置かれておるの

ですか。農業委員会は。 
 
幸山会長 
 はい、富合さんとの調整方針についてということですが。 
 
熊本市農業委員会事務局 
 はい、富合町さんとも農業委員会調整を行いまして、じゃぁいつまで２つの農業委員会

でいくのかということがございました。お互いの任期が若干ずれております。熊本市の場

合は２３年７月まで任期ということでございますので、熊本市の任期時点で見直し・再編

するということをお互い富合町さんと協議が整っております。 
 
古田委員 
 はい、じゃぁ仮に今度植木が熊本市と合併したとしますと、３つ置けるわけですか。 
 
幸山会長 
 はい、どうでしょう。 
 
熊本市農業委員会事務局 
 農業委員会数は先ほど言いましたように２つ以上の委員会を置くことが出来るという表

現になっているのもですから、３つでも４つでも農業委員会は置けるということでござい

ます。現に全国の中でも４つの農業委員会、６つの農業委員会がございます。 
 
幸山会長 
 はい、いかがでしょうか。 
 
古田委員 
 じゃぁ、仮に熊本市が政令市となった場合は、１つの富合とか植木町が熊本市の農業委

員さんの任期で新しく見直しますよとなった場合、今上限が４０名とおっしゃいましたけ

れどもその４０名の枠内でいくというわけですね。 



 
幸山会長 
 はい、事務局からどうぞ。 
 
熊本市農業委員会事務局 
 はい、合併とは別に当然先々の政令市ということを私共も目指しているわけでございま

して、政令市になった場合に農業委員会法の中に、当然区というのが政令市の中に区制度

になります。で、区役所制度になりますけれども農業委員会のほうとしては原則的には区

に１つ農業委員会を置くということが書いてあります。そうなりますと、熊本市は将来区

がいくつ出来るか分かりませんが、区ごとに農業委員会が出来るかもしれません。しかし

ながら、その農地面積・農業者数が少ない区があった場合、それは２つの区３つの区が一

緒に農業委員会一つということも考えられるかもしれません。ですから、当然今の時点で

先のことを申し上げられませんが、政令市になった場合には見直し・再編ということで現

在の熊本市も区の中での見直し・再編に入りますので、区がどのような型になるか分かり

ませんが、そういう時点で見直し・検討を行うということでございます。 
 
幸山会長 
 はい、ようございますでしょうか。他に何かご意見・ご質問ありますでしょうか。 
他ありませんでしょうか。 

 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、それでは他無いようでありますので、次に移ってもようございますでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは、次に移らせていただきます。続きまして協議第８号「地域自治組織等の取扱

いについて（その１）」につきまして事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 はい、６７ページ以降でございます。議員専門部会のほうで合併特例区を置くと、５年

間いうことで承認をいただいた項目でございます。改めて協議会のほうにご提案をすると

ころでございます。６９ページをご覧いただきたいと思います、同じように文言調整方針

については同じような形で記載をしているところでございます。現在、熊本市は富合町の



合併特例区が１つ設置されているところでございます。７０ページ以降でございます。い

わゆる地域自治組織に関する説明でございますけれども、それぞれに地域審議会・地域自

治組織としては地域自治区、合併による地域自治区、合併特例区でございます。この中に

根拠法が書いてありまして合併特例法が一番左側の地域審議会、それから右側の２つ合併

による地域自治区、それから合併特例区でございますので、この３つについてご説明をさ

せていただきたいと思います。まず、法人格でございます。法人格がありますのが合併特

例区だけでございます。特別地方公共団体ということで、これには法人格を持たせてあり

ます。それから、いわゆる機能としてはこの３つの機能、特にこの地域審議会「長の諮問

に応じて審議し、また必要と認める審議事項について長に意見を述べる。」ということで、

いわゆる審議会であります。「合併による地域自治区」でございます。これは、「市町村の

権限に属する事務を分掌させる。」ということで、いわゆる総合支所とかありますけども、

こういうものをここでやっていくと、地域の住民の意見を反映させつつ処理するというこ

とでございます。「合併特例区」とはこれと違いまして、ここに書いてありますように、「旧

市町村単位で処理することが事務の効果的な処理に資するもの、及び地域の住民生活の利

便性向上等の為、合併特例区が処理することが特に必要と認められる事務のうち規約で定

めるもの。」ということで、一応規約で定めることが出来るということになっております。

それから設置方法でございます。この３つとも議会の議決ということ、協議の上に議会の

議決が必要であるということと。合併特例区は特に「知事の認可」が必要でございます。

それから設置期間でございます。「地域審議会」は一定期間でございますけど特に上限はあ

りません。「合併による地域自治区」につきましてはこれも同じように上限はありません。

ただ、他都市の例を見ますと大体新市基本計画が定めております１０年ということで定め

ているケースが多いようにみられます。「合併特例区」の上限は５年でございます。それか

ら、「事務所の所長・長」でございます、「合併特例区」のほうは区長を、特別職を置くと

いうことになっておりますが、「合併による地域自治区」でございます、これはいわゆる所

長は職員であっても職員に換えて特別職を置くということも可能となっております。これ

もいずれも２年でございます。事務所の職員につきましては、この「合併による地域自治

区」これは職員でございまして、いわゆる総合支所とかと同じでありまして職員でござい

ますけれども、「合併特例区」のほうは一応併任ということで職員がおりますけれども、市

町村の職員と併任という形になっております。それから「事務所の事務」につきましては

先ほど言いましたように「地域自治区」は市町村の事務をやりますし、「合併特例区」は規

約で定められた事務を処理するということになっております。７１ページでございます。

「審議機関」ということで「地域審議会」、合併による地域自治区は「地域協議会」、合併

特例区は「合併特例区協議会」ということになっております。その他審議機関の役割・権

限でございますけれども、いわゆる長の諮問に応じて審議をしたり、色んな意見を述べる

ことにつきましてこれは３つとも同じでございます。ただ、「合併による地域自治区」と一

番右側の「特例区」については、いわゆる色んな区の中にある重要事項についてはそれぞ



れ意見を聞かなければならないというような規定もあるところでございます。このほか「合

併特例区」につきましては予算・規約の変更につきまして合併特例区の協議会の同意が必

要ということが規定されております。その下が選任方法でございますけれども、合併特例

区は２年以内でございます。あと、合併による地域自治区は４年ということになっている

ところでございます。その他一番下の予算編成権でございますけれども、合併特例区につ

いては予算編成権ということで一応「ある」ということで、これは市町村によって措置さ

れた財源、いわゆる交付金とかでございます。それを独自に予算編成するということでそ

れぞれの事業・規約に基づいた事業をやる時にこれを予算化するということになっており

ます。ただ、課税起債権限はないということになっております。大体そういうようなこと

で、合併特例区が大きく見ますと特別地方公共団体ということで独自に処理が出来るとい

うこと、それから合併による地域自治区いわゆる総合支所に所長さんが特別職というよう

な、一般職の職員ではないということ。そして地域協議会を置けるということです。それ

から、地域審議会というのはいわゆる審議会というのを置くということだけで他のあれは

ないということになります。簡単に説明しますとそういうことでございます。７２ページ、

富合町の合併特例区の内容を主なものを記載しております。いわゆる処理する事務として

は５項目、公の施設管理やコミュニティ関連等をやっております。予算につきましては、

合併特例区の予算は交付金として熊本市が交付をしているということで、ここに予算も記

載しているところでございます。それから下のほうになりますと区長の任期は２年という

ことでございます。それから合併特例区協議会につきましては、現在は構成員としては元

町議会議員さん達、こういう方々がなっているということでございます。それから１０人

以内ということで規約に規定致しておりまして任期は２年ということになっております。

７３ページが富合町の場合の処理する事務ということで記載しているところでございます。

それから７４ページです、先ほど申しましたように併任という形になりまして、左側が特

例区の事務局、右側が総合支所でございまして、例えば特例区の事務局長さんが総合支所

の総合支所長をされているというようなことでなっております。７５ページから規約で、

第３条が合併の日から５年ということ、第４条で事務内容を書いております。それから第

７条が区長の権限ということで区長が合併特例区を代表しその事務を総理するというよう

なことになっております。７６ページ第１０条でございます。構成員の定数１０人以内と

いうことで規定しているところでございます。以上が富合町の内容でございます。以上で

ございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明のありました協議第８号につきましてご意見・ご質問があれば伺ってま

いりますがいかがでしょうか。はい、どうぞ。 
 
冨吉委員 



 先ほど古田委員より質問がありましたけど、報告も業務内容とかも若干聞いたのですけ

ど、業務内容と報酬額と比べて、私達一般人から見れば若干現実離れしているような感じ

があるのではないかと思うところがあります。で、また特例区長とか協議会委員とかどう

しても必要な役職なのでしょうか、また、その役職が必要な場合にはそこに就任されるの

は退職された町長さんや副町長さんや議員さんが就任されないといけないものなのかをお

尋ねしたい。もう１つ、例えばですね、一般学識者を含め各種団体の代表者とか公募とか

に考えられるのではないかと思うのですけど、いかがでしょうか。 
 
幸山会長 
 はい、それでは事務局のほうからお願い致します。 
 
事務局 
 これは特例区区長さん特例区協議会委員の方々の報酬とか給与の問題ということにつき

ましては、私どもとしては先ほど申し上げたように、それに見合うだけのお仕事をしてい

ただくものだというふうに理解していますし、現に今まだ始まって半年くらいですが一生

懸命活動していただいているし、当然そういうことでなければこの地域の方々がご覧にな

ってそれはおかしいだろうという話しも出てくるというふうに思いますので、当然それに

見合うだけのお仕事をしていただくというふうに思っています。それからこの特例区とい

うのがもともと設けられた経緯なのですが、今度の５年間の時限立法です。実はそれまで

の合併の中で何が１番問題になったかということでございますが、やはりその合併市町村

のいわゆる中心となる方、地域の声を代弁される方がいなくなるというところが非常に大

きな問題であって、これが合併の障害であろうというような判断を多分総務省がしたとい

うことでございまして、新しい制度として取り組んだのがこの「合併特例法による地域自

治区」それから「合併特例区」ということでございます。で、これは非常に富合町の例で

言いますと、現在前町長さんが合併特例区長さんとして常勤で毎日ご出勤をされておりま

す。朝早くから居られますが、もう引きも切らさない位の訪問客があり、色んな相談を受

けたり、不安言を聞いたりというようなことをしてこられるというような状況でございま

して、やはりその方がおられることで地域の方々の不安というものの解消に繋がっており

ますし、当然その方自体が市長及び総合支所に対してもの申すという立場にありますので、

そういうふうな意見も伝えていければということでございまして、地域の声を吸い上げて

行くということになっております。これは現実に富合町に行っていただきますと雰囲気が

よくお解りになると思います。で、富合町の方に聞いていただくと大体分かると思います

が、やはりこういうものっていうのは合併後しばらくの期間ですが、ソフトランディグに

は重要な話かなというふうに思っております。確かに、地域の声を吸い上げるのに果たし

て議員さんでなくてはいけないのかというご意見もあると思います。ただ、それまで選挙

されてきて地域の代表としてきておられるのが議員さんということもありまして、富合町



の場合には議員さんが選ばれたのであろうというふうに思っております。他の選び方もあ

ろうかと思います。任期は２年でございますので、そういうふうな考え方で今のところ富

合町はさせていただいています。で、そういうふうな状況でございまして、私達事務局と

しては富合町が経験した結果としては合併特例区自体、それから区長さん、それから協議

会委員さんというものは非常に必要であろうというように思っているというところでござ

います。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、よろしいですか。どうぞ他に何かあればお願い致します。はい、小佐井委員さん

どうぞ。 
 
小佐井委員 
 私も同じ問題についてふれさせていただきたいなと思っております。議員さん云々とい

う話もでましたし、私達も全く無関係ではありませんので、おそらくこの問題については

少々波紋を呼ぶのではないかなというふうに予測しておりましたので、これまでの我々植

木町で行ってきた議論をふまえた上でお尋ねしてみたいと思います。先ほど富合さんのほ

うにも行かれて聞かれてはというお話もありましたけど、私も富合に同僚がおるものです

から色んな情報を聞いております。やはりどうしても危惧する部分があるというような思

いがありましてですね。実はこの件につきましては議員専門部会での協議の前に私どもの

特別委員会のほうでも随分議論を重ねた経緯がございます。当初は本当に特例区でいいの

かと不安視する声が半数以上ございました。その背景には皆さんがお察しのとおり事業と

その報酬に関する問題があるということであり、その内容をよくよく考察していくとやは

り「地域の理解は到底得られるものではないのではないか。」というような見解からであり

ました。議員の中には非常に純粋な方もいらっしゃいますし、公明党さんなんかも。いか

に業務内容を説明したとしてもこのことは行革あたりに反することではないでしょうかと、

合併の基本的考え方に反する行為であり、矛盾点が多すぎるのではないかというそういう

ご意見もございました。だから、報酬はもしも我々がなったとしても、それは本当に受け

取るべきではないと、１００歩譲って幾らかの報酬が発生したとしてもそれまで公務に携

わっていた我々がよこすべるようなそういうシステムを認めるわけにはいかないというよ

うな大変強硬なご意見もございました。実は私もそれに類似するような意見を持っており

ます。ただし、この件については委員の選任と色んな報酬関係については市長さんの権限

というふうに聞いておりますし、一番分かっておられる方がこれを作っていかれることで

すから、ここで要望して協議によって決定付けられるものではないという風にも理解して

おります。ただ、やはり今の世情の声を伺ってみますと、先ほども大変懇切丁寧なご説明

あったわけですけども、我々議員専門部会で話し合ったこともしっかり踏まえた上でのや

はり植木地域のことを考えての結果であろうというふうに私は捉えておりますけれども、



どうしても現時点において住民との意識のかい離が大きいというこの現実問題があると捉

えております。そのことを踏まえた上でどのように対処されるのかな、というのが私がお

尋ね申し上げたいことでございます。 
 
幸山会長 
 今おっしゃった主旨は今回議員専門部会の中で結論が出たと。 
 
小佐井委員 
 そうではないですね。 
 
幸山会長 
 あ、じゃない。事務局のほうから最初に答えていただきます。 
 
事務局 
 議員専門部会でご報告申しあげたのは今回のご提案内容自体は「特例区を５年間設置す

るか否か」という１点でございます。今後例えば先ほど特例区の規約というものを作りま

すというお話を申し上げました。規約を作る前に特例区というのはどんなふうな作業、事

務をするのか、受け持つのかというようなこともご提案致します。後日。その中でいわゆ

る特例区の事務とか考えていただく、それから協議会の中でどんなふうな話をするのかと

いうこともご議論いただくことになるかと思います。その上で特例区全体が決まっていく

ということでございます。それが１点。それから特例区の協議会委員の報酬につきまして

は基本的には熊本市側、新市側は予算を措置致します。で、その報酬については特例区い

わゆる合併当日になるわけですが、その中で、特例区協議会の中でご議論いただきます。

そして決めていただくというような形になります。その後また熊本市に戻ってくるという

話、そういう風なシステムになります。私共としては予算を設定すると協議会委員の中で

決めていただく。で、前回の富合の時も基本的には非常勤特別職の上限を設定させていた

だいたというだけのことでございまして、その中でのお話ということでございます。 
 
幸山会長 
 合併特例区の制度について今事務局から説明があったとおりでございます。ですから私

としてはこの法定協議会であれ、あるいは議員専門部会であれ、そうしたご意見等を踏ま

えた中で仮にこれを作るということになれば、中身については十分そういった意見を踏ま

えた中で制度設計を進めていかなければならないだろうと考えているところではあります。 
どうぞ。 
 
小佐井委員 



 私の身の回りではどうしても現実問題としては大きな壁が存在しているというふうに感

じておりますので、是非只今見解もいただきましたので、その見解について誰が聞いても

どの住民の皆様が聞いても正当性が大きいと感じられるように住民の皆様との意識の共有

が図られますように、このことが一番大切であると考えておりますので、これから提案承

認事項と協議されるまでの間に是非住民説明会やらなんやらと手段を講じて、理解を求め

る努力にいそしんでいただきたいということを強くご要望申し上げたいと思います。 
 
幸山会長 
 はい、ご要望ということでありますので、承らせていただきます。はい、どうぞ他にあ

ればお願い致します。 
他ありませんでしょうか。 

 
（ありません） 
 
幸山会長 
 はい、それでは他ないようでありますれば、次に移ってもようございますでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、それでは続きまして協議第１０号「一般職の職員の身分の取扱いについて」につ

きまして事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局  
 はい、７９ページ、８１ページでございます。８１ページ調査票のほうを見ていただけ

ればと思います。調整方針と致しましては「合併時に在職する植木町の一般職の職員（教

育長を除く）は、市町村の合併の特例等に関する法律第１２条により、すべて新市の職員

として引き継ぐ。職員関係の制度については、熊本市の制度に統一する。職員の職位、給

与等の処遇については公正に取り扱うものとし、人事管理、給与の適正化の観点から調整

し、合併時に統一を図る。」ということで調整方針を定めたところでございます。８２ペー

ジから両市町の現状でございます。熊本市の職員数６，１５５人、植木町さんは３６０人

ということでございます。平均年齢４３歳と４１歳というようなことです。あと、一般職

の級別分類としては熊本市の場合１級から８級、植木町さんは１級から７級ということで

ございます。これが主な現状でございます。以上でございます。 
 
幸山会長 



 はい、只今説明のありました協議第１０号につきまして何かご意見・ご質問ありますか。 
はい、森委員さんどうぞ。 

 
森委員 
 私は植木町職員が合併した時の身分の取り扱いについてお尋ねしてみたいと思いますが、

この文言の中に給与等の処遇とか公正に取り扱うと、「給与の公正の観点から調整し合併時

に統一を図る。」というようなことがあるわけでございまして、一応考え方は納得いくとこ

ろでございますけれども、色々な中身があるのではないかと感じがするところでございま

す。例えば、富合町との合併において基本的にどういうことを考えて熊本市の職員と富合

町の職員との調整を図られたのか、あるいはその辺の考え方、基本的なものについてちょ

っとお尋ねをしてみたいと思います。 
 
幸山会長 
 はい、只今のお尋ねに関しては担当課のほうからお願い致します。 
 
熊本市人事課 
 富合町の合併の事例でお話させていただきたいと思います。もちろん人事上の配置等ご

ざいますが、それについては新しい組織体が決まりまして適材適所の配置という形になろ

うかと思います。もう１つ給料の処遇につきましては、基本的には現在の給料の額あたり

を保証する過程の中で一度再計算というような手法をとりまして熊本市にその方が入られ

たらどうなるだろうというような調整を行っております。その結果を踏まえまして、調整

の必要なものにつきましては、一定の期間を定めまして年次計画で調整を行う。そういっ

た形で実施したところでございます。いずれにしましても熊本市の職員と同じような考え

を持って人事異動なり給与処分なりを決定したところでございます。 
 
幸山会長 
 はい、いかがでございましょうか。はい、どうぞ。 
 
森委員 
 はい、只今説明をいただきましたが、具体的にお尋ねをしてみたいと思います。給与表

については８２ページに等級が書かれておるわけでございますが、この中身、熊本市と富

合町で調整された中で答えられる範囲でいいですけども、その辺の具体的な例がここで公

表できれば発表していただきたいと思います。それからもう１つは富合町と植木町が一概

にはもちろんいかんというような感じはしているところですが、異動の中身あたりについ

ては今後合併したとした場合にどのようなお考えを持っておられるかをお尋ねしてみたい

と思います。 



 
幸山会長 
 はい、では２点についてお願いします。 
 
熊本市人事課 
 まず、前段の給料にまつわる等級制のお話なのですが、熊本市は８級制をひいておりま

す。８級の一番トップを局長というふうにしております。それから随時職責に応じて２、

３、４、５・・・という形で決めております。当時富合町さんのほうは６級制を用いてあ

りました。６級制のトップを課長職の方が占められたというような給料上の違いがござい

ました。たまたま富合町が６級課長それと熊本市も８級制の中で６級が課長だったという

こともございますので、まず級につきましては特段大きな調整はございませんでしたので、

先ほど申しましたとおり人事異動の結果として課長にポストに異動された方については同

じような級を使うことになっております。ただ、給料表の額自体は富合町と熊本市異なっ

ておりましたので、それについては先ほど申し上げましたとおり、額を幾らにするのかあ

るいは何の何号級にするのか、細かなところではございますが、まずは合併前に貰われて

いた給料の月額を保証する形でそれと同時にもう一度計算をし直して仮に熊本市職員であ

ったらどうだったのかというような調整を実施したところでございます。それと、合併時

の異動ということでございますが、当然当時の総務課と人事課のほうで色んな人にまつわ

る職責でありますとか経歴でありますとかそういうものを全部含めまして適材適所という

形で決定をしたというところでございます。 
 
幸山会長 
 富合総合支所の現状の話を少し事務局からお願いします。 
 
事務局 
 富合総合支所に富合町役場からなりまして、その時に人事課がお話したとおりなのです

けど、ポストの問題がありますので全員がというわけではありませんが、基本的には課長

クラスは課長クラスというような扱いをまずさせていただいたというようなことが１つあ

ります。課長さんの中で部長級になられた方もおられるし、そういうふうなこともあると

いうような状況がございます。それから異動のことですが、基本的にはご本人の意向を最

大限尊重するということで、例えば熊本市役所に行くということになりますと今まであま

りやったことの無いような事業があるかもしれないというご不安もあると思います。それ

でもやってみようというような方々に熊本市役所のほうに来ていただく、しかしながらや

っぱり地元がいいというような方につきましては地元のほうでお働きいただく、というよ

うなことを、すべてというわけにはいかないかもしれませんが、最大限ご本人の意向を、

まず富合町の総務課長さんが把握されて、うちの人事課と色々協議をするということでご



ざいまして、旧富合町の意向を最大限生かした形で人事異動も行っていったというような

状況でございます。 
 
幸山会長 
 はい、いかがでしょう。 
 
森委員 
 えっと、給与面でございますけれども合併当時に受給を受けた中身を保障するというこ

とで理解していいのかなというふうに受け止めました。その後は例えば５級なら５級で何

号級か知りませんけれども、仮に、その次はちゃんと熊本市の職員と一体的に上がってい

くというような状況で考えておられるのですかね、それが１つ。それから職員の異動につ

いては今意向調査をやってその希望にそうような形で人事異動をやったというようなお答

えであったかと思いますけれども、富合町の職員は何割程度熊本市のほうに異動があって

いるのか割合を聞かせていただければと思います。 
 
幸山会長 
 はい、それでは２点お願いします。 
 
熊本市人事課 
 まず１点目でございます、合併後のその方の昇給的なものにつきましては当然熊本市の

制度とひきなおして同様に昇格をしていくことになろうと思います。それと異動の希望に

対する割合でございますけれども、申し訳ございません、私のほうがちょっとその辺の数

字を把握しておりません。 
 
幸山会長 
 それは事務局のほうからある程度把握している限りでお願い致します。 
 
事務局 
 希望したかどうかという個別の話は分かりませんが、富合町から総合支所に移った時に

富合町で８６名おられました。で、その中で企画課とか議会事務局とかそういういわゆる

熊本市と一体化する職種につきましては課がなくなります。ということで富合の総合支所

に最終的に配置された職員が７１名ということでございまして、１５名そこで減っている

ということでございます。で、その７１名中の旧富合町の職員が６１名ということでござ

いまして、ということは引き算しますと約２０名が熊本市のほうにおいでになったのでは

ないかなというふうに思っております。 
 



幸山会長 
 よろしいですか。どうぞ他にありますればお願い致します。 
他はご意見・ご質問ありませんでしょうか。 

 
（はい） 
  
幸山会長 
 それでは次に移ってもようございますでしょうか。はい、それでは次に移らせていただ

きます。続きまして協議第１２号「一部事務組合等の取扱いについて」につきまして事務

局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 ８５ページ以降でございます。８７ページをご覧いただきたいと思います。一部事務組

合でございます。調整方針と致しましては「山鹿植木広域行政事務組合について、植木町

が合併の日の前日をもって当該組合から脱退するが、熊本市が合併の日から当分の間、新

たに山鹿植木広域行政組合に加入をする。」と。「期間、その他必要な事項については、今

後協議をする。」「熊本県市町村総合事務組合については、植木町が合併の日の前日をもっ

て当該組合から脱退し、その事務を熊本市が行う。」ということになっております。見てい

ただきますと、植木町さんのほうでは山鹿植木広域行政事務組合としてはゴミ処理、それ

から消防事務、それからふるさと市町村圏基金の計画、し尿処理等があるものでございま

す。それから、熊本県の市町村総合事務組合、これは退職手当関係でございます。こうい

うようなものに加入されているということで、今、申しましたような形の調整方針になっ

たところでございます。 
それから８８ページをお開きいただきたいと思います、「広域連合」。これは、後期高齢

者の問題でございますけれども、「熊本県後期高齢者医療広域連合につきましては、植木町

が合併の日の前日をもって当該連合から脱退するが、熊本市において引き続き継続加入す

る。」ということで、この広域連合については熊本県内すべての市町村が加入しております

ので、植木町さんが熊本市に合併した場合には熊本市のほうが引き続き継続して加入する

ということでございます。 
それから、８９ページでございます。「事務の委託」ということで、これは公平委員会の

事務が熊本県に委託されておりまして、これにつきましての調整方針と致しまして「植木

町に係る熊本県の事務の委託については、合併の日の前日をもって委託を廃止し、その事

務を熊本市が行う。」ということで熊本市のほうは人事委員会を設置しておりますので、そ

ちらのほうで事務処理を行うということになろうかと思います。以上でございます。 
 
幸山会長 



 はい、只今説明のありました協議第１２号につきまして何かご意見・ご質問ありますで

しょうか。 
 
幸山会長 
 一部事務組合等の取り扱いについてありませんでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは次に移ってもようございますでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、それでは次に移らせていただきます。続きまして協議第１６号「総務関係事業に

ついて（その２）」につきまして事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 ９１ページ以降でございます、９５ページの調査票をご覧いただきたいと思います。常

備消防でございます。これは先ほど申しました広域行政の中で現在されているところでご

ざいますけれども、この「合併後の植木町域にかかる常備消防については、合併の日から

当分の間、新市が新たに山鹿植木広域行政事務組合に加入する。」これは先ほどと同じでご

ざいます。それから１つ「山鹿植木広域事務行政組合から脱退した際に、熊本市域と同等

の消防体制の整備を行う。」ということで、熊本市と同じような体制をするということでし

ているところでございます。現在植木町さんのほうでは常備消防組織としてここに書いて

ありますような山鹿市のほうに消防本部がありまして、植木消防署があるということでご

ざいます。現在２４年に向けて県では広域消防本部の再編に向けて協議中ということもあ

りますので、そのような状況等をふまえながら今後の消防体制いわゆる常備消防について

の考え方というのをまとめていくということになるかと思います。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明のありました協議第１６号につきまして何かご意見・ご質問はございま

せんでしょうか。 
特にございませんでしょうか。 

 
（はい） 



 
幸山会長 
 はい、それでは次に移ってもよろしいでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、それでは次に移らせていただきます。協議第２１号「環境保全関係事業について

（その２）」につきまして事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 はい、９７ページ以降で調査票の９９ページでございます。９９ページ、１００ページ

ごみの問題でございます。調整方針としては「一部事務組合に加入している間は現行のと

おり継続し、脱退後、熊本市の例に統一する。」ということで、９９ページのほうにはいわ

ゆる廃棄物の処理等につきまして植木町・熊本市ということでここに記載しております。 
１００ページをご覧いただきたいと思います。「ごみ収集事業」ということで、これにつ

きましてはいわゆる「有料ごみ袋」でございます。植木町さんのほうは熊本市と比較しま

すと一枚２０枚入りの一袋で計算致しますと、３０ℓで約１枚１３円５０銭位。熊本市は 
２３円位ということで有料ごみ袋のほうは熊本市が高く設定をされておりますが、これは

以前にもありましたけど、ごみに関しましてはごみステーション収集から焼却まで一部事

務組合に植木町さんが加入されているということでございますので、この間はいわゆる収

集から最後の処理まで現行どおり継続をするということで、この一部事務組合から脱退を

した後熊本市の例に統一するということで、同じような調整方針にさせていただいたとこ

ろでございます。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今の協議第２１号につきましてご意見・ご質問があれば伺ってまいりますが、

いかがでしょうか。 
 
幸山会長 
 ありませんでしょうか、それでは次に移ってもようございますでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは次に移らせていただきます。続きまして協議第２２号「経済振興関係事業につ



いて（その２）」につきまして事務局から説明をお願い致します。 
 
事務局 
 １０３ページ以降、１０７ページをご覧いただきたいと思います。「農業委員会あっせん

基準」ということでださせていただいております。いわゆる意欲を有する担い手となる農

業者の経営拡大等で色んな利点と致しまして、譲渡所得の課税優遇や不動産取得税の軽減

等を農業委員会であっせん基準を決めておられまして、それに該当するものにつきまして

はこのような優遇措置がとられているということでございます。制度比較をみていただき

ますと、熊本市の場合基準面積ということで複合経営として１２０ａ、それから施設園芸、

新規就農者ということでそれぞれ５０ａの基準を設けております。植木町さんのほうは基

準面積ということで細かく上からスイカ・花・・・、こういう組み合わせでそれぞれに基

準を設定されているところでございます。これにつきましても調整方針がそれぞれの区域

に農業委員会が当分の間設置をされますので、設置されている間は各農業委員会において

現行の斡旋基準の設定を存続させるということで、現在の農業委員会がある間はこのあっ

せん基準をそのまま継続をするというようなことで調整方針を決めさせていただいている

ところでございます。以上です。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明のありました協議第２２号につきまして何かご意見・ご質問ありません

でしょうか。 
 
幸山会長 
 「農業員会あっせん基準」について特にございませんでしょうか。無いようであれば次

に移ってもいいでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 はい、それでは次に移らせていただきます。続きまして協議第２３号「都市建設関係事

業について（その２）」につきまして、事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 はい、１０９ページ以降で１１３ページの調査票をご覧いただきたいと思います。現在

植木町さんのほうでは植木土地区画整備施行区域ということで、９０．８ｈａが設定され

ておりまして現在植木中央土地区画整備施行地区、いわゆる認可地区ということで工事が

進められております。施行面積１７．５ｈａということでございます。そのようなことで、



今回調整方針と致しましては「植木土地区画整備施行区域（計画区域）のうち着手部分、

植木中央土地区画整理施行地区でございますが、これについては現行の制度を存続する。」

と。また「未着手部分については、区域の再編・事業手法の見直しを含む総合的計画調査

を新市において行った上で整備をする。」というようなことで調整方針をとらせていただい

たところでございます。以上です。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明のありました協議第２３号につきましてご意見・ご質問あれば伺ってま

いります。はい、小佐井委員さんどうぞ。 
 
小佐井委員 
すみません。只今の土地区画整備事業のことにつきましてお尋ねしたいと思います。区

域の再編・事業手法の見直しを含むという文言がありましてちょっと気になっている部分

がございます。ご承知のとおり今１７．５ｈａでしょうかね、当町が進めておりますけど、

その他に計画部分が随分ございます。特に今事業をやっている区域のところ、植木のちょ

うど４丁目あたりから役場周辺に向かっての部分が未着手であるわけでありますけれども、

ご覧になるとよくわかりますけれど整備されている所が非常によくなってきておりますけ

れども肝心の役場に向かう道路に来ると随分形状が違ってまいります。この辺のことでや

はり随分交通安全等の問題もありまして危惧されている部分があるわけです。当然私共と

してはその部分もしっかりと整備をしていきたいというような望みを持っているわけであ

りますけれども、今の現行の調整の中でその辺のことについてどのような話し合いがもた

れたのか今後の展望もいただきたいなという思いがありますので、なんなりとご説明をい

ただきたいなというふうに思います。 
 
幸山会長 
 はい、それでは担当課のほうからお願い致します。 
 
熊本市都心化推進課 
 今委員ご指摘の部分でございます。植木の中央エリアそれから今度は役場のほうに向か

う所というお話がでております。この辺は今植木町さんと話をつめている最中でございま

して、植木町さんのほうは整備をしたいというようなご方針を今お持ちでございます。で、

この辺の区域の再編９０．８ｈａ全体的にございます。この辺自体を全部本当に区画整理

でやるのかどうかっていうのを含めて今後考えていかなくてはいけないと。町との話の中

では今委員さんがおっしゃったようなところ、この辺はやはりきちっと整備していくべき

じゃないかということは私共も聞いておりますし、実際そうではないかなと思っておりま

す。で、手法についてでございますけれども、これは区画整理のほうの手法でいくのか個々



の手法でいいのか、その辺整備のあり方についても検討するということで事業手法の見直

しもと書かせていただいているところでございます。以上です。 
 
幸山会長 
 はい、よろしいですか。他に何かご意見・ご質問ありますでしょうか。他はございませ

んでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは、他ないようでありますれば次に移ってもようございますでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは次に移らせていただきます。続きまして協議第２７号「政令指定都市移行に関

する事項について（その１）」につきまして事務局からの説明をお願い致します。 
 
事務局 
 はい、１１５ページをご覧いただきたいと思います。この都市計画いわゆる政令指定都

市移行に伴う都市計画の取り扱いについて次のように定めるということで、（１）から（４）

でございます。 
「（１）合併時の植木都市計画区域を現行のまま引継ぎ、区域区分（線引き）は行わないも

のとする。合併後に政令指定都市に移行したのち、都市計画法に基づき区域区分の指定が

行われることとなる。」 
「（２）市街化調整区域における開発等については、地区計画制度や都市計画法第３４条に

基づく許可等、地域の実情に応じた適切な運用を行う。」 
「（３）線引きと同時に集落内開発制度の適用を行う。なお、集落内開発制度の制度設計に

あたっては、植木地域の集落の特性を考慮して作成する。」 
「（４）線引きや開発制度については、住民に対して、わかりやすく丁寧な説明を行い、制

度の周知を図っていく。」というこの４点でございます。１１７ページ調査票を書いてあり

ますけども、制度比較に関しては植木町さんのほうは植木都市計画区域６，７１８ｈａで、

植木町そして熊本市の一部がかかっているところでございます。そういうことで現在は線

引きがされておりません。ただ用途区域の指定は一番下のほうに書いてあります２７１ 
ｈａがあっておりますけれども、線引きはされていないという現状でございます。１１８

ページからご説明をさせていただきたいと思います。この問題につきましては研究会でも



色んな議論がされたところでございます。いわゆる線引きの意義とあえて書いてあります

けれども、いわゆる良好な市街地の形成、都市近郊の優良な農地との健全な調和を図ると

いうことで定めてありまして、政令指定都市に移行した場合はいわゆる現在線引きのない

植木町町域においても県により線引きが行われるということになるところでございます。

１１９ページ「市街化調整区域の開発等」ということでこれが研究会でも色々と議論され

たところでございます。市街化調整区域というのは建設開発区域が制限されておりますが、

次のような場合には建築や開発行為が可能であるということで、これまで色んな問い合わ

せがありましたものをここにピックアップして記載しているところでございます。（１）が

「既存建築物の建替え」ということでいわゆる市街化調整区域になる以前から建てられた

建築物については同規模の建替えは既存の権利として認められるということになっており

ます。下のほうに３点ありましていわゆる建て替えの延床面積が１．５倍まで、個人住宅

には通常の１．５倍という等々の条件がここに書かれているところでございます。（２）で

ございます。「線引き時の移行緩和」でございます。これも線引きが行われる前に農地転用

の許可を受けていたものは線引きから６ヶ月以内に既存権利届出書を熊本市長に届ければ

当該目的に従って５年以内に開発・建築ができる。（３）が農家住宅の建築でございます。

建築物農林漁業従事者の住宅は市街化調整区域内であっても建築が可能となっております。

それから（４）で「分家住宅、日用品店舗等の建築について」ということで、都市計画法

第３４条に該当する分家住宅や社会福祉施設・日用品等の建築が可能であるということに

なっておりまして、日用品等の店舗等の例と致しましては下のほうに小売店・呉服・服地

と、こういうようなのが規定されている例として挙げられるものであります。１２０ペー

ジ、先ほどの例が上のほうにずっと書いてあります、一般飲食店等でございます。それか

ら（５）でございます、「温泉施設の建築について」ということで、これは確か研究会でも

なかったかと思います。温泉施設については都市計画法第３４条第２号で鉱物資源・観光

資源等の有効な利用上必要な建築物等を適用することにより、これまで同様な建築が可能

となるということでございます。ただ、これは一応適用地区の指定が必要でございまして、

いわゆる日本の場合は１，０００メートル掘ると温泉が出ると言われておりますけど、ど

こにもここにもということではありません。一応適用地区の指定をするとなっております。

それから（６）です、「沿道サービス施設の路線指定について」ということで、いわゆる９

号に基づいてドライブイン・ガソリンスタンド等の建築を可能とする主要幹線道路の指定

について検討するということで、いわゆるこの３４条第９号で道路の円滑な交通を確保す

る為に適切な位置に設けられた休憩所、これが認められておりまして、ただ色んな立地条

件・施設基準等々がありますけども、このようなものも適用できるということです。（７）

「地区計画の運用」でございます。これは市街化調整区域における大規模開発につきまし

ては都市計画審議会の議論を経て地区計画の都市計画決定がなされた場合には開発許可が

でるということで、住居系・非住居系ということで色んな面積等の違いがありますけど、

このようなものが基準として定められております。それから（８）でございます、「集落内



開発制度」でございます。これにつきましても既に熊本県の条例はありますけれども、今

現在平成２１年度内の条例制定に向けて熊本県の条例を基に制度設計を行っているところ

でございます。制度等にあたっては住民の意見を聞きながら地域の事情に即した制度とい

うことで検討を重ねることになっております。参考までに熊本県の集落内開発制度につい

ての概要については点線の中に記載しております。色々な基準等が示されているところで

ございます。この中で特に建築物の用途、１２２ページの上のほうでございますけども、

いわゆる条例の指定区域内で建築できるもの、ということで、地上１０メートル以下・地

下を除く階数が２階以下ということで、住宅、これは共同住宅や宿舎・下宿などは除いて、

いわゆる長屋形式の２戸で１軒となっているような、メゾネットタイプものは建築が可能

となっております。あとは②③ということでこういう用途はいいということになっており

ます。１２３ページこれは市街化調整区域内の開発制度のイメージということで、これは

参考までに付けさせていただいております。以上でございます。 
 
幸山会長 
 はい、只今説明のありました協議第２７号につきまして何かご意見・ご質問あれば伺っ

てまいります。 
はい、高田委員さんどうぞ。 

 
高田委員 
 １１５ページですけど、３番目に集落内開発制度の制度設計にあたっては植木町地域の

集落の特性を考慮して作成すると書いてございますけれども、この植木町の特性を考慮と

いう「特性」とはどういうものをいわれているのかお尋ねしたいと思います。 
 
幸山会長 
 はい、只今のお尋ねはどちらから答えますか。はい、どうぞ。 
 
熊本市都市計画課 
 集落内開発制度につきましては先ほど説明がありましたように、２１年度の条例制定と

いうことで２０年２１年ということで作業を進めております。その中で制度設計にあたり

ましてその植木地域の特性を考慮してということですが、植木町さんとのお話を聞かせて

いただく中で、集落の形態とか道路の状況とかいうのを聞きながら作業のほうを進めさせ

ていただいております。実際現段階で調査に入っていくとか現地調査に入っていくという

のは困難かもしれませんけど、事務方のレベルの中でお話を聞かせていただきたいという

ような話はさせていただいております。 
 
幸山会長 



 はい、いかがでしょう。 
 
高田委員 
 「特性」というのがどういうことなのか分かりませんけど、１つの条件があるわけです

よね。５０戸の５０ｍ以内で５０％の住宅地というのは条件があるわけですけども、その

中に特性というものが、特性というのがどういう条件をいわれているのかちょっと分かり

にくいのですけれども何か現実的にあったらお願いしたいのですけれども。 
 
幸山会長 
 はい、いかがでしょうか。お願いします。 
 
熊本市都市計画課 
 「特性」と書いておりますけど、県のほうの実際に動いております条例の中でも今委員

のほうでおっしゃられました５０戸・５０ｍ連たんとかよく表現されていますが、実際に

は集落の中での道路の幅員ですとか、あるいは排水の状況とかいうのが県の条例の中でも

規定をされています。で、県の条例でいきますと先ほど説明資料の中でもありましたけど、

幅員６ｍ以上とか６．５ｍ以上の区域外道路に接するとかいうような条件も県のほうでは

あります。で、その辺のところが今回熊本市で条例化する制度設計の中で、熊本市域の中

の集落もそうなのですけど、その道路の状況とか排水の状況とかいうのがそれぞれござい

ますので、その辺は調べた上で制度設計をしてまいりたいということで、５０ｍ・５０戸

だけじゃなくして道路とか排水とかそういうのも基準としてはございますので、その辺の

集落を検討したいということでございます。 
 
幸山会長 
 いかがでしょうか、ようございますでしょうか。どうぞ他にあればお願い致します。 
 
幸山会長 
 他はございませんでしょうか。 
 
（はい） 
 
幸山会長 
 それでは、無いようでありますので、協議についてはこれで終わりたいと思いますが、

ようございますでしょうか。 
 
（はい） 



 
幸山会長 
 それでは協議につきましてはこれで終了とさせていただきます。次に次第４の「その他」

となっておりますが、何か委員の皆様方からありますでしょうか。 
はい、どうぞ。 

 
冨吉委員  

子育て支援で少々気がかりな点がありますので申し上げたいのですけど、この協議に出

てきておりませんので、よろしいでしょうか。 
実は、植木町において、現在保育園に関する民営化議論がありまして、熊本市と合併し

た場合にどのような方向性が示されるのか、保護者の方から話題になっているので聞いて

いただきたいという要望がありました。このことについて、この協議会で協議項目として

詳しく協議されているものではありませんが、住民からの強い要望がありましたので、ち

ょっとお尋ねしたいと思いました。 
合併した場合に、やはり現在の植木町の考え方に示されているとおり民営化の方向でい

かれるのか、それとも現在の検討結果とは関係なく再検討されるのか、または民営化しな

いで存続という方向性を示していただけるのか、どのようになるかを見解できればと思い

ますけど。 
 
幸山会長 
 このことについて、保育園の民営化についてですが。では、事務局から。 
 
事務局  

先ず、今日担当課が来ておりませんので、ちょっと状況がよく分からないということで

ございます。 
私が聞き及んでいる範囲では、植木町で行う保育園の民営化の是非についてという議論

は合併協議の中では行っていないということでございます。植木町の施策でございますの

で、それを熊本市が良いとか悪いとか言うことは今の段階では如何なものかと。 
熊本市の中でも、現在、一部民営化ということはやっております。 

 
幸山会長 
もし良ければ、改めて次回でも担当の方に確認したうえで答えを出すということもいか

がでしょうか。 
確かに、今の植木町での議論について、こちらの方からどうこう言える状況ではないか

と思いますけれども。ただ、そういうことも含めて、一度担当課から作業部会のほうにお

ろして、考え方を示すということも可能ではないでしょうか。 



 
事務局  

では、そういう御意見も踏まえて、現在の植木町の取り組みについて作業部会の中で一

応整理をさせていただいて見解を示す、ということはできるかもしれません。それが、植

木町の見解になるかもしれませんが、そこはどういう形になるか分かりませんけれども、

次回、今日の御意見を受けて御報告をさせていただきます。 
 
幸山会長 
 次回、報告させていただきます。どうぞ他に「その他」でございますでしょうか。他は

特にございませんでしょうか。それでは事務局から何かありますか。 
 
事務局 
 はい、次回の開催でございますけれども、４月１７日金曜日１０時から植木町の「生涯

学習センター」で開催をしたいと思いますのでよろしくお願い致します。 
 
会長 
 それでは、事務局のほうでの調整がうまくできてなかったようでありますので・・・、 
 
事務局 
 日程調整がうまくできてなかったみたいで、申し訳ございません。再度調整させていた 
だきます。 
 
幸山会長 
はい、改めまして調整をし、出来るだけ早く皆様方にお示しをさせていただきたいとい

うふうに存じます。他事務局からないですか。 
 
幸山会長 
 はい、それでは他ないようでありますので、以上をもちまして本日の議事につきまして 
は終了とさせていただきます。大変熱心にご議論いただきましたことに心から感謝を申し 
上げます、誠に有り難うございました。 
 
司会者 
それでは、最後に「閉会の言葉」を本協議会副会長であります藤井植木町長が申し上げ

ます。 
 
藤井植木町長 




